
GNSS データを用いた短期的スロースリップイベントの検出に関する研究

（第 5 年次）

実施期間 平成 24 年度～平成 30 年度

地理地殻活動研究センター

地殻変動研究室 矢来 博司

1. はじめに

南海トラフから沈み込むフィリピン海プレートの深部では様々な時定数を持つスロー地震が発生し

ているが，これらのスロー地震の特性を調査することは，南海トラフ沿いの巨大地震の発生サイクル

を理解する上で重要である．これらのスロー地震群のうち，数ヶ月から数年の時定数を持つ長期的な

スロースリップイベント（以下「SSE」という．）に伴う地殻変動に関しては，豊後水道や東海地方に

おいて GNSS によって検出され，プレート境界でのすべりの時空間発展が調べられている．しかし，

数日から 10 日の時定数を持つ短期的 SSE については，傾斜計やひずみ計によってのみ観測され，GNSS

ではノイズレベル以下であるため検出できないと考えられてきた．

2. 研究内容

本研究では，従来不可能であると考えられてきた電子基準点データを用いた短期的 SSE の検出を試

みる．まず，観測点毎に電子基準点日々の座標値（F3 解）の水平成分から合成したプレートの沈み込

み方向成分の時系列 180 日分を 1 日ずつずらしながら，期間の中央にステップを含むものと含まない

1 次関数で近似して，2 つの関数のどちらがより良い近似であるか AIC を用いて評価した．次に SSE

に伴う変動の中心となる候補点を低周波地震の震源などを参考に設定し，候補点の周辺の観測点の

AIC の差の平均をとり，候補点周辺で有意にプレート相対運動と反対方向の変動があると認められた

日付に対して，ステップ付一次関数の近似により得られたステップ量から地殻変動ベクトル水平成分

及び上下成分を算出した．そして，地殻変動ベクトルをデータとしてフィリピン海プレート上面での

矩形断層を仮定した非線形インヴァージョン（Matsu’ura and Hasegawa, 1987）を行い，断層モデルの

推定を行った．そして，断層モデルによって観測データがうまく再現できるイベントについて，短期

的 SSE であると判断した． 

本年次は，2016 年 1 月 1 日から 2017 年 1 月 1 日までの期間について同様の解析を行った．なお，

平成 28 年（2016 年）熊本地震に伴い，九州を中心とする広い範囲で地殻変動が生じたため，地震に

伴う地殻変動をステップとして除去し，解析を行った．

3. 得られた成果

東海から四国にかけての範囲を対象とし，2016 年 1 月 1 日から 2017 年 1 月 1 日までの間で解析を

行った結果，短期的 SSE を 9 イベント検出することに成功した．図-1 は，今期間において検出された

SSE の断層モデルを全て表示したものである．南海トラフ沿いにまんべんなく発生しているが，紀伊

半島では検出数が少ない．図-2 に検出された SSE の例を示す． 

GNSS で検出された短期的 SSE を，Hi-net 観測点での傾斜変動から推定された短期的 SSE と照らし

合わせると概ね一致するが，GNSS でのみ検出されたイベントもいくつかあった．但し，熊本地震の

余効変動の影響や，GNSS データのノイズ等により偶然断層モデルで説明されるような変動パターン
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が生じたものを誤認したものが含まれている可能性もある． 

 

 

図-1 2016 年 1 月 1 日から 2017 年 1 月 1 日までの間で検出された短期的 SSE． 

 

  

図-2 検出された短期的 SSE の例． 

 

4. 今後の課題 

現在の手法では誤検知もあり，安定した SSE 検出のためにはより信頼性の高い検知手法・基準を開

発する必要がある．また，より現実的なモデルを用いた推定手法も併せて検討する必要がある． 

 

参考文献 

M. Matsu'ura and Y. Hasegawa (1987): A maximum likelihood approach to nonlinear inversion under 

constraints, Phys. Earth Planet. Inter., 47, 179-187. 
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余効変動の発生メカニズムに関する研究（第 5 年次） 
 

 

実施期間 平成 24 年度～平成 28 年度 

地理地殻活動研究センター  

地殻変動研究室 水藤 尚 

 

1. はじめに 

大地震後に観測されるゆっくりとした地殻変動は，余効変動と呼ばれている．この余効変動の発生

メカニズムには，地震時の断層面の深部延長もしくは周りの断層面上で進行する非地震性すべり（余

効すべり），地震時の応力変化に対応した粘弾性媒質中の応力緩和（粘弾性緩和），地震時の圧力変化

に対応した間隙流体の移動に伴う間隙弾性緩和の大きく 3 つが考えられている．過去の研究から報告

されているそれぞれのメカニズムによる変動の時定数は，間隙弾性緩和は数日～数週間，余効すべり

は数ヶ月～数年，粘弾性緩和は数年～数十年と大きく異なっている．本研究ではこれら 3 つのメカニ

ズムの内，特に粘弾性緩和による変動を考え，数値計算によりその変動量を定量的に見積もる．そし

て，残りの 2 つのメカニズムである余効すべりもしくは間隙弾性緩和の解釈において，粘弾性緩和に

よる変動を考慮することで，その推定に与える影響を定量的に評価する． 

 

2. 研究内容 

本年度は平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以下｢東北地方太平洋沖地震｣という．）の粘

性緩和による変動に関して，三次元有限要素法による数値計算を行った．特に地下の粘弾性構造の不

均質が地表変動に与える影響，粘性構造のどの部分がどの観測量に対して影響するのかについて考察

した． 

 

3. 得られた成果 

東北日本下には太平洋プレートが沈み込んでいるために，上部マントルは陸域下のマントルウェッ

ジと海域下の海洋マントルの 2 つに分けられる．粘性緩和による変動を考えるにあたっては，これら

2 つの粘弾性領域によって異なる変動パターンが引き起こされることが重要である．すなわち，マン

トルウェッジの粘性緩和は，広域的に東向きの変動，海域を含む太平洋側で隆起，日本海側で沈降を

引き起こす（図-1（a））．一方，海洋マントルの粘性緩和は，マントルウェッジの粘性緩和とはほぼ逆

のパターンの変動を引き起こす．すなわち，海域を中心に西向きの変動，広域的に沈降を引き起こす

（図-1（b））． 

次に異なる 4 つのモデルから粘性構造のどの領域がどの観測量に対して影響するのかについて報告

する．地震後 5 年間の累積の水平・上下変動を図-2 に示す．粘性率をすべて一定としたモデル 1 では，

水平変動のパターンはほぼ説明できるものの，上下変動，特に太平洋側の隆起が説明できない（図-3

（a））．過去の研究からマントルウェッジの粘性率は海洋マントルの粘性率よりも小さい（Hirth and 

Kohlstedt, 2003），また太平洋プレート下のアセノスフェアの粘性率は少なくとも 1019 Pa·s 以上である

と報告されている（DeMets et al., 2014）．海洋マントルの粘性率を 1019 Pa·s にしたモデル 2 では，陸

域の水平・上下変動ともに概ね観測値を説明できるが，海域の水平・上下変動は全く説明できない（図

-3（b））．海域の変動を説明するために沈み込むプレート下面に LAB（Lithosphere asthenosphere boundary）

に相当する低粘性層を仮定した．このモデル 3 では，震源域に近い東北地方の水平・上下変動，海域
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の水平・上下変動ともに概ね観測値を説明できる（図-3（c））．しかしながら，震源域から離れた中日

本の水平変動の方向に差異が見られる．これら遠方の変動は，深い場所の粘性緩和が影響していると

考えられる．岩石学的研究から粘性率の深さ依存性が指摘されている（Hirth and Kohlstedt, 2003）．モ

デル 4 では，粘性率の深さ依存性を考慮した結果，モデル 3 の問題点である遠方の変動も概ね説明で

きた（図-3（d））．余効変動の解釈における粘性率の深さ依存モデルは，最近の研究でも報告されてい

る（Freed et al., 2017）．以上から，粘性緩和による変動の算出には，マントルウェッジと海洋マントル

の粘性率の違い，プレート下面の低粘性層の存在，粘性率の深さ依存性等の粘性構造の不均質が重要

であることが分かった．以上の成果の一部は Suito（2017）にまとめられている． 

東北地方太平洋沖地震の余効変動には，粘性緩和の寄与がかなり大きいが，粘性緩和のみではすべ

ての観測値を説明することはできない．余効変動のモデル構築には，粘性緩和と余効滑りの両者を考

慮する必要がある．また今後は，変動の時間変化も考慮したモデル化が必要である． 

 

 

図-1 粘性緩和による 5 年間の変動．（a）マントルウェッジによる寄与．（b）海洋マントルの寄与． 

 

 
図-2 東北地方太平洋沖地震後の累積 5 年間の余効変動．海域の変動は Watanabe et al., 2014 によ

る海底地殻変動の観測結果． 

-123-



 

 

図-3 粘性緩和による 5 年間の変動．（a）モデル 1．（b）モデル 2．（c）モデル 3．（d）モデル 4． 
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ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究（第 2 年次） 
 

 

実施期間 平成 27 年度～平成 31 年度 

地理地殻活動研究センター  

地殻変動研究室 

 

水藤 尚   小林 知勝 

森下 遊 

 

1. はじめに 

ひずみ集中帯の成因と内陸地震発生メカニズムの理解に資するため，ひずみ集中帯内部の詳細地殻

変動分布の解明と地殻変動の特徴的パターンを生み出す地下の変形過程の解明のため，平成 22 年度か

ら平成 26 年度まで特別研究「ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究」を実施した．平成 23 年（2011

年）東北地方太平洋沖地震（以下｢東北地方太平洋沖地震｣という．）の発生により，地殻変動から定常

的な詳細地殻変動を得ることは難しくなったが，代わりに遠方の断層運動により外力を受けている状

態の地殻変動詳細分布を明らかにしつつあった．東北地方太平洋沖地震の余効変動は，地震発生から

4 年が経過した平成 27 年 3 月現在も，地震発生前の定常的な地殻変動速度とは逆向きに 1 桁以上上回

る速度で進行している．今後この東西伸張の変形がどのように推移するのか，将来的には東西伸張の

変形に戻るのか，観測継続することにより，こうしたこれまでに例のない変形過程が明らかになるこ

とが期待される．そのためひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究を一般研究として継続し，佐渡

島から新潟平野にかけての対象地域の地殻変動の観測を引き続き行う．また，新潟－神戸ひずみ集中

帯に属する新潟県南西部や長野県周辺，奥羽脊梁のひずみ集中帯等での地殻変動分布の挙動との比較，

その変形過程をモデル化することで，変形の不均質を作り出す地殻構造や対象地域における地震の発

生メカニズムとの関係等に関する新たな知見が得られることを目指す．  

 

2. 研究内容 

前年度までに引き続いて，第 7 回目（特別研究からの通算）の GPS 繰り返し観測を 2016 年 9 月～

11 月に，連続観測点の保守を 2016 年 5 月及び 2017 年 3 月に実施し，前年度までに取得したデータと

の比較を行った．繰り返し観測点の内，早出川ダム（R950）では，2016 年 6 月に発生した大雨により

土砂崩れが発生した．繰り返し観測用のボルトが設置されたコンクリート面は崩壊を免れたものの，

2016 年 10 月から法面の復旧工事が実施されるため，今年度の観測は断念した．また研究開始当初の

2010 年 8 月から連続観測を実施してきた弥彦観測所（R940）は，2017 年度中に観測所の取り壊しが

決定したため，2017 年 3 月に観測機器を撤収し，廃点とした． 

 

3. 得られた成果 

東北地方太平洋沖地震の余効変動により東日本の広範囲において伸張歪みが観測されている．越後

平野周辺でも，東北地方太平洋沖地震の余効変動により東西方向の伸張が卓越していたが，時間と共

に伸張は小さくなってきている（図-1）．昨年度までは，全体として伸張歪みが卓越していたが，2015

年 10 月から 2016 年 10 月の 1 年間では（図-1（e）），伸張歪みは一部の場所に限られる．北西－南東

方向の短縮が卓越しはじめているように見えるとともに，面積歪では短縮が卓越しつつある．また，

東北地方太平洋沖地震発生前に見られた越後平野周辺における沈降は地震発生後も継続して見られて

いる（図-2）． 
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図-1 東北地方太平洋沖地震発生後のひずみ速度分布．（a）地震発生半年後から 1 年間．（b）地震発生 1 年

半後から 1 年間．（c）地震発生 2 年半後から 1 年間．（d）地震発生 3 年半後から 1 年間．（e）地震発

生 4 年半後から 1 年間． 

 

 

図-2 ひずみ集中帯を横断する断面（N105E）に投影した変動プロファイル．上段：N105E 成分，下段：

上下成分．投影断面は図-1 参照．白抜きは GEONET 観測点，色塗りは本研究で設置した観測点． 
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地殻変動計測のための多様な衛星 SAR データの利用に関する研究（第 1 年次） 
 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室 

 

森下 遊 

 

1. はじめに 

国土地理院では，SAR（合成開口レーダー）のデータを利用した SAR 干渉解析により，地震・火山

活動・地盤沈下・地すべり等に伴う地表の変位を計測及び監視する事業，また，その事業に資するた

めの研究開発を行ってきた．これまでは JAXA が開発した L バンド SAR 衛星の ALOS（2006 年～2011

年）及び ALOS-2（2014 年～）のデータのみを主に利用してきた．一方で，世界ではより短波長の C

バンドや X バンドを用いた SAR 衛星が主流であり，多数の SAR 衛星が運用されてきた．2014 年には

ESA（欧州宇宙機関）によって Sentinel-1 という C バンド SAR 衛星が打ち上げられたほか，従来より

もはるかに高性能な SAR 衛星の打ち上げが多数計画されており，近い将来には周波数帯の異なる多様

な SAR データが豊富に利用可能になることが期待される． 

周波数帯の違いは，SAR 干渉解析にとって重要な違いをもたらす．長波長の L バンドは植生を透過

するため，日本のように広く森林が分布するような地域でも高い干渉性が得られるという利点がある

（Morishita and Hanssen, 2015）．一方の C バンドや X バンドは，L バンドよりも計測精度が高く，都

市部の構造物変位監視のような用途に適している（森下，2015）．このように解析対象と周波数帯の組

み合わせによって変位検出能力は大きく異なるため，各周波数帯の特性を把握し，解析対象に応じて

最適な周波数帯を選択したり，複数の周波数帯を統合的に利用したりすることで，変位検出能力を最

大化することが重要となってくる． 

本年度は C バンド SAR 衛星である RADARSAT-2 のデータを解析し，微小な変位の検出を試みた．

また，ALOS のデータも解析し，変位検出能力の比較を行った． 

 

2. 研究内容 

RADARSAT-2 は 2007 年に打ち上げられたカナダの C バンド SAR 衛星であり，2017 年 3 月現在も

運用されている．商用の X バンド SAR 衛星を除くと，2012 年 4 月の Envisat 運用終了から 2014 年 8

月の ALOS-2 定常観測開始までの間に観測可能だった SAR 衛星は世界で RADARSAT-2 のみである

（Elliott et al., 2016）．日本においては，2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震により日本全体の

地殻活動に様々な影響があったと考えられ，当該期間の地殻変動を高い空間分解能で検出できる，数

少ない貴重なデータであるといえる． 

今回入手できた RADARSAT-2 データは関東平野の一部を含むものであり，そのうち，立川断層及び

村山上貯水池に注目した．解析には StaMPS/MTI を用い，PSI（Persistent Scatterer Interferometry）によ

る干渉 SAR 時系列解析（以下「時系列解析」という．）を実施した（Hooper et al., 2012；森下ほか，

2013）．また，比較のため，観測期間は異なるが，ALOS のデータも解析した．使用したデータの情報

は表-1 のとおりである． 

立川断層は，その北西に位置する名栗断層と共に立川断層帯を構成する断層である．全長は約 22km

で，青梅市東部から瑞穂町，武蔵村山市，立川市，国立市を通り，府中市に至り，人口密集地帯の直

下に位置する．地震調査研究推進本部（2003）によると，主に北東側隆起の逆断層であり，最新活動
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時期は 2 万年～1.3 万年前，平均活動間隔は 1 万年～1.5 万年程度の可能性があり，今後 30 年間の地

震発生確率は国内の活断層の中ではやや高い評価グループに属する，とされている．一方，2012 年か

ら 2014 年に実施された重点的な調査観測の結果をまとめた報告書（文部科学省・東京大学，2015）に

よると，従来考えられていた断層帯のうち，立川断層北部のみが左横ずれの活断層と認められ，最新

活動時期はわずか 400 年～600 年前であったとされている（図-1a）．また，立川断層南部では重力異

常のみが活断層である根拠とされ（図-1g），立川断層南端部及び名栗断層では活断層である証拠は見

出されなかった．以上のように，従来とは大きく異なる活断層像が報告されたが，まだ不明な部分は

多く，活断層の正確な評価のためにさらなる情報が求められている．  

村山上貯水池は，東京都東大和市にあるアースダムであり，2003 年 6 月から 2009 年 3 月まで堤体

の耐震補強工事が実施された．近年，干渉 SAR は構造物監視への利用も期待されており，ダムの変位

検出事例等が報告されている（例えば，Milillo et al., 2016 及び当該論文中の参考文献）． 

 

表-1 時系列解析に使用した SAR データ 

衛星 軌道方向 入射角 画素サイズ 1） 
データ期間 2） 

データ数 
最初 最後 

RADARSAT-2 
北行 45° 3.8m x2.8m 2009/12/17 2011/10/20 25 

南行 44° 6.8m x7.0m 2013/11/20 2015/12/28 18 

ALOS 

北行 38° 7.6m x3.5m 2006/08/25 2011/03/08 28 

南行 1 40° 7.3m x3.5m 2006/04/27 2010/12/24 23 

南行 2 37° 7.8m x3.5m 2006/09/29 2011/04/12 17 

1）1 ルックのグランドレンジ×アジマス 
2）yyyy/mm/dd 形式．使用したもののみ． 

 

3. 得られた成果 

3.1 立川断層 

RADARSAT-2 北行の解析結果では，断層北部南側から南部まで，断層に沿う変位速度の急変帯が見

られ，南西側と北東側の変位速度の差は 3mm/yr 程度であった（図-1b）．急変帯の南端の位置は重力異

常の急変帯の南端とよく一致している（図-1g）．ALOS 北行でも同様の傾向があるようにも見えるが，

ノイズレベルが高く，明瞭ではない（図-1d）．この程度の微小な変位は L バンドでは検出が難しく，

C バンドが適しているといえる．一方の RADARSAT-2 及び ALOS の南行では同様の傾向は見られない

（図-1cef）．この原因としては，南行軌道進行方向と平行な変位成分が支配的である可能性や，観測

期間が異なることが考えられるが，これらのデータからは確定的なことはいえない．なお，全解析結

果の変位の時系列を確認したが，年周変化や東北地方太平洋沖地震に伴うステップは見られなかった． 

過去の研究では，活断層を境に地盤沈下量が急変するといった事例が報告されている（例えば，

Amelung et al., 1999）．今回の結果からのみでは解釈は難しいが，RADARSAT-2 北行に見られる変位は

そのような事例と類似する原因によるものかもしれない． 

いずれにせよ，C バンドデータの時系列解析結果から，立川断層の一部に沿って何らかの明瞭な変

位が検出された．このような情報は，不明確な活断層の位置や長さの推定材料の一つとして利用でき

る可能性がある．一方の L バンドでは明瞭な結果は得られなかったことから，都市部における数 mm/yr

の微小な変位を検出するには，やはり短波長が適しているといえる． 
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図-1 a） 立川断層周辺の航空写真（地理院地図全国ランドサットモザイク画像）．茶色実線は立川断層のトレ

ース（地震調査研究推進本部，2003）．B）- f） 時系列解析により得られた衛星-地表間距離の平均変位速

度．b）RADARSAT2 北行，c）RADARSAT 2 南行，d）ALOS 北行，e）ALOS 南行 1，f）ALOS 南行 2．

g）上方接続残差重力異常の鉛直 1 次微分分布図（文部科学省・東京大学（2015））． 

 

3.2 村山上貯水池 

RADARSAT-2 北行の解析結果では，村山上貯水池の堤体で，5mm/yr を超える衛星から遠ざかる向

きの変位速度が検出された（図-2a）．PS 点分布や周囲の PS 点のノイズレベル，通常の干渉 SAR 結果

でも矛盾しない位相変化が見られたことなどから，検出された変位は有意である可能性が高い．一方

の RADARSAT-2 南行では有意な変位は検出されなかった（図-2b）．逆方向からの観測であることや空

間分解能が低いことなどにより堤体に PS 点が少なく，変位がないと言い切ることはできないが，工

事完了直後の 2009 年頃にはあった沈降傾向の変位が 2013 年以降では検出可能なレベル以下に治まっ

たことを示している可能性がある．また，ALOS の結果では，周囲の PS 点におけるノイズレベルの高

さから，同程度の微小な変位の検出は極めて困難であることがわかる（図-2cde）．堤体に PS 点がほぼ

検出できていないが，これは解析対象期間が工事期間を含むためであると考えられる．工事期間を含

まないように 2009 年 3 月以降のデータのみでも時系列解析を実施したが，使用データ量が減少するこ

とでさらにノイズレベルが上がり，やはり変位検出には至らなかった． 

 

4. 結論 

立川断層及び村山上貯水池を対象に，RADARSAT-2 及び ALOS のデータを使用して時系列解析を実

施した．ALOS よりも RADARSAT-2 の方がはるかにノイズの小さな結果が得られ，RADARSAT-2 のみ

で明瞭な変位が検出された．このことから，都市部や構造物において，L バンドでは検出できないよ

うな微小な変位も，C バンド等の短波長 SAR データは検出する能力があるといえる． 

 

 

a） 航空写真  b） RADARSAT-2 北行 c） RADARSAT-2 南行 

d） ALOS 北行  e） ALOS 南行 1 f） ALOS 南行 2 g） 重力異常  

北部  

南部  

南端部  -5 0 5 
mm/yr 

衛星から 
遠ざかる 

衛星に 
近づく 

衛星進行方向 

電波照射 
方向 

5 km 
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図-2 村山上貯水池における，時系列解析により得られた衛星-地表間距離の平均変位速度． 

a）RADARSAT2 北行，b）RADARSAT 2 南行，c）ALOS 北行，d）ALOS 南行 1，e）ALOS 南行 2． 
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SAR 衛星観測と数値計算による水蒸気爆発型噴火の 
前駆的地殻変動機構に関する研究（第 1 年次） 

 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室 

 

小林 知勝 

 

1. はじめに 

水蒸気爆発型噴火は，多様な噴火タイプの中では比較的小規模ながらも，人間の生命や安全にとっ

ては大きな脅威であり，かつその発生頻度も他の噴火タイプと比べると高い．火山噴火災害軽減を視

野に入れた時，噴火に向けた準備過程のメカニズムの定量的理解は，火山活動の把握・評価及び推移

予測の観点から火山研究にとって最重要課題の1つである．本研究は，一般的に規模が小さいために予

測が難しいとされる水蒸気爆発型噴火について，SAR衛星データで捉えられた噴火発生前に出現する

地殻変動を手掛かりに，前駆的に進行する地下浅部の圧力変化の要因を数値シミュレーションにより

明らかにし，噴火発生に至るまでの準備過程の物理的条件を理解することを目的としている．なお，

本研究は科学研究費補助金（研究課題番号：16K17797）により実施されるものである． 

 

2. 研究内容 

本研究では，SAR解析により取得される地殻変動データに基づいて，水蒸気噴火前に地下浅部の熱

水系環境で進行すると考えられる膨張のメカニズム解明に向けた研究を実施する．そのために，SAR

衛星データ解析による水蒸気噴火発生場で進行する地殻変動の規模や空間的広がりの取得及び浅部地

殻内の熱/圧力変化に伴う地殻変動の数値シミュレーションを行う．平成28年度は，箱根山・大涌谷を

対象に，海外のCバンド衛星データを用いた干渉SAR解析を実施し，2015年噴火活動前の地殻変動を解

析した． 

 

3. 得られた成果 

箱根山では，2015年4月末から地震活動の活発化や広域の地殻変動が見られた．5月上旬にはALOS-

2を用いたSAR干渉解析により，大涌谷で局所的ながらも膨張性の地殻変動が捉えられた．その後，噴

気活動の活発化を伴いながら，約2か月後の6月末に，SARで捉えられた変動域から小規模な噴火が発

生した．この噴火に先行する異常は，主に4月以降から確認されてきたことから，深部から大涌谷への

熱供給は，このころ本格的に開始されたと考えられる．しかし，こうした活発な前駆的活動が見られ

る前に，大涌谷で地殻変動が進行していたかどうかはまだ詳細に調べられていない．そこで，噴火前

の大涌谷の地下浅部の圧力状態を知るために，干渉SAR時系列解析を実施した．活動活発化前は，SAR

干渉可能なALOS-2の画像ペアは1ペアのみのため，本研究では，時系列解析が可能な画像数が揃って

いるRADARSAT-2衛星のデータを使用した．使用可能なデータは，南行軌道右観測及び北行軌道左観

測の2種類である．解析の対象としたのは，ALOS-2で膨張が見られた2015年5月以前の画像データであ

る．南行軌道では2012年7月28日から2015年3月15日までの13枚，北行軌道では2012年3月14日から2015

年4月16日までの17枚の画像があった．解析には，Phase Linking法を利用した位相最適化技術を用いた．

この手法では，ノンパラメトリック検定により統計的に同質の画素を抽出してコヒーレンスを見積も

った後，Phase Linking法により位相の最適化処理を行う．この処理により，本来は位相の計測精度が
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低いDistributed scatterers（DSs）点の位相誤差を低減させ，PS点と同等の質を持つ計測点として時系列

解析の中で扱うことができる． 

解析の結果，干渉性が良好だった南行軌道の2014年9月以降の画像8枚を本研究では用いた．なお，

北行軌道のデータは，位相最適化処理後も大涌谷での位相安定性が確保されなかったため，今回の解

析から外した．図-1は，時系列解析により得られた，2014年9月28日から2015年3月15日までの地殻変

動の平均速度を示した図である．画像の右側及び左側に強羅や元箱根があるが，こうした市街地では

大きな変動は認められない．一方，大涌谷では衛星－地表間距離の短縮が明瞭に見られる．図-2（a）

は大涌谷とその周辺の拡大図である．直径約200mの大きさで年平均に換算して約5cmの距離短縮が見

られる．注目すべきことに，この変動域は，ALOS-2により検出された噴火前の変動域と非常に良い一

致を見る（図-2（b））．図-2（c）に変動域中心部の変位の時間発展を示す．本解析から遅くとも2015年

1月頃から膨張性の地表変位が開始し，時間とともにその変位量が大きくなっていくことがわかる．な

お，大涌谷周辺の計測点の時系列データを図-2（d）に示している．Cバンドではあるが，市街地以外

でもRADARSAT-2を用いた干渉SAR時系列解析の結果から，ALOS-2で5月上旬に地殻変動が認識され

た以前から，大涌谷では地殻変動が進行していた可能性があることがわかった．このことは，噴気活

動や地震活動の活発化前から，深部からの熱供給が開始されていた可能性を示唆するものである．こ

うした浅部の異常と深部の動きとの関連性を調べるために，地震活動や広域の地殻変動の観測データ

も，今一度，精査する必要があると考えられる．  

 

 
 

 

 

図-1 干渉 SAR 時系列解析により得られた 2014 年 9 月から 2015 年 3 月の箱根山・大涌谷周辺の

地殻変動速度分布図． 
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4. 今後の予定 

 平成29年度は，ALOSや海外衛星のデータを用いて，過去の箱根山の火山活動時における大涌谷の地

殻変動の有無を調べる．また，有限要素法による数値シミュレーションにより，地殻浅部内の熱/圧力

変化に伴う地殻変動計算を実施する． 
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図-2 (a) 大涌谷の地殻変動速度分布． 

(b) ALOS-2 により観測された膨張性の変動．今回の解析で検出された変動は，2015 年 5 月以降に

観測された変動域と同じ場所に見られることがわかる． 

(c) 変動域中心部の変位の時系列．○印は選択した計測点の各干渉画像の位相変化を，実線はその

周囲の計測点の位相変化を示す．棒グラフは垂直基線長を示す．遅くとも 2015 年 1 月頃から

地表変位が開始していることがわかる． 

(d) 変動域周辺の変位の時系列．ばらつきを超える有意な変位は見られないことがわかる． 
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